
視 察 報 告 書 

 
東かがわ市議会議員 山口 大輔 

 
視察先：高知県吾川郡いの町 社会福祉協議会本川支部 
視察日：2016 年 2 月 9 日（火） 
視察テーマ：「過疎地有償運送について」 
説明担当者：□□□□ 
 
１．視察内容 

 東かがわ市で近年課題となっている交通空白地における有償運送の在り方について、

すでに実施している先進地を視察し、現状を拝聴するとともに担当者と意見交換を行う。 
 

（１）過疎地有償運送について 
 現在は名称が変更され「公共交通空白地有償運送」と呼称する。バスやタクシー等の公共交

通機関では十分な運送サービスが確保できない地域において、登録された運転手が自家用車

等を利用して会員（登録制）に対して行う運送サービスである。 

 
（２）いの町社会福祉協議会本川支部の活動概要 

・本川地区人口：563 人（高齢化率 51.1%） 
・導入の流れ：平成 22 年 12 月協議開始、平成 23 年 6 月事業開始 
・利用基準：本川地区住民及びその親族（遠隔地可能） 
・利用料金：会員登録による年会費 1,000 円（毎年）＋運送代実費 
・利用車両：運転者の自家用車（現在 20 人、21 台が登録） 
・報酬配分：運転者の報酬（85％）、社協事業収入（15％） 
・利用状況：平成 26 年度は登録者約 61 名（延 121 回使用） 詳細は資料参照 
 

（３）今後の課題について 
・行政補助は初年度のみ実施された。現在は報酬だけで運営しているため事業は赤字と

なっている。運営が継続できる対策を模索している。 
・愛媛県西条市が近くにあり、区民の多くは西条へ行くことが多い。四国運輸局等から

は西条市への運送可能と聞いているが、現在西条市側の協議会との話し合いが継続中で

結果が出ておらず、現在は運送ができない。 
 

２．視察の感想・考察 
（１）導入の難しさについて 

 交通空白地について必要なサービスであり、当市においても必要と思うが、次の 2 点



が課題になると考えられる。 
1-1.協議会での同意 
 交通機関を交えた協議会で本制度実施の同意を得ることが必要とされる。いの町本川

地区は 1 社だけあったタクシー会社が廃業しかつ町内近隣のタクシー会社も本川地区へ

の送迎が難しいという事から同意が得られている。当市は 2 社のうち 1 社が廃業したが

もう 1 社が継続して市内全域を対象に運送事業を行っている。民業圧迫は出来ないため、

どの区域で検討するにしろ既存業者との話し合いが重要になると思われる。 
 
1-2.協議会対象地区外への支援 
 利用する場合登録が必要で、かつ協議会の区域外の市民は利用することができない制

度となっている。対象地区外の市民、特に対象地区至近者に対しては十分な説明やフォ

ローアップが必要と思われる。 
 

（２）行政支援の必要性 
 その事業趣旨から収益が上がる事業とは言えず、実施団体の負担は決して軽くないと

予想される。継続性が必要とされる事業であるため、その為に行政の補助が必要と考え

られる。複数の自治体で補助要綱を作成し補助を行っている実績があるように、市が導

入する場合は何らかの補助要綱を策定する必要を感じた。 
 

（３）導入にむけて 
 制度上の制約から市内全域を対象にした実施は難しい。（協議会単位ごとの申請となる

ため）必要と思われる地域の選定や主たる運営団体（社会福祉協議会、ＮＰＯ法人、地

域コミュニティ等）の募集について考えていきたい。 
 

（４）介護と運送の違いを明確にする 
 当市では主たる介護タクシー事業者の廃業により、介護を要する方の運送サービスの

必要性が高まっている。しかしながらこの運送制度は自家用車を中心に利用しかつ、運

転者に介護職としての義務を持たせていないことから介護ではなく移動を中心としたも

のであることを忘れてはいけない。病院受診など出来る範囲の支援はあるが、特に介護

を要する場合は介護保険制度などのタクシーを利用することが望ましいと考えられる。

（視察先でも本来の介護を要する対象者は介護タクシーを利用している） 
 高齢者の閉じこもり予防並びに全年代の外出支援としての活用を中心に議論していき

たい。 
 
３．受領資料 
・過疎地有償旅客運送 
・別添資料 
・いの町本川地区 行政分布図 
・いの町本川地区過疎地有償運送 運営規定 


